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1.18年 6月中間期の連結業績 (   ～   )平 成18年 1月 1日 平 成18年 6月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 6月中間期       14,666    20.2       2,557   103.0       2,490    92.4
17年 6月中間期       12,198     3.5       1,259     6.3       1,294    10.4

17年12月期       25,990－        3,184－        3,122－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 6月中間期        1,539   169.6          13.28－
17年 6月中間期          571   △16.8           4.92－

17年12月期        1,337－          11.27－

(注 )1.持分法投資損益 18年 6月中間期 △8百万円 17年 6月中間期 百万円－
17年12月期          △20百万円

2.期中平均株式数(連結)18年 6月中間期    115,986,197株 17年 6月中間期    116,021,612株
17年12月期    116,012,637株

3.会計処理の方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 6月中間期       48,036      22,698     43.0         178.13
17年 6月中間期       43,858      17,559     40.0         151.36

17年12月期       48,500      19,768     40.8         170.16
(注 )期末発行済株式数(連結)18年 6月中間期    115,975,784株 17年 6月中間期    116,011,338株

17年12月期    115,994,006株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 6月中間期        3,181        △814       △3,066        3,183
17年 6月中間期        1,944      △1,092       △3,042        3,082

17年12月期        3,340      △1,889       △2,756        3,928

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    9 －     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.18年12月期の連結業績予想 (   ～   )平 成18年 1月 1日 平 成18年12月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       29,000       4,300       2,300

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          19円83銭

※ １ ． 上 記 の 金 額 は 百 万 円 未 満 切 り 捨 て 表 示 し て お り ま す 。
　 ２ ． 上 記 の 業 績 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ
      り 、 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 業 績 予 想 と は 大 き く 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



(1) 企業集団の状況

①企業集団等の概況
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③関係会社の状況
　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

当社及び連結子会社精工管理㈱が不動産賃貸の事業を行ない、また当社が駐車場経営の事業を行なっている。

連結子会社日本カーボンエンジニアリング㈱は、産業機械製造及び修理の事業を行い、連結子会社㈱日花園は

スポーツ施設の事業を行っている。

当社及び連結子会社新日本テクノカーボン㈱が素材を製造している。

当社が加工するほか、連結子会社日本カーボンエンジニアリング㈱において加工し、当社で仕入れている。また、

カーボン㈱の製品を販売している。

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社11社及び関連会社2社で構成され、炭素製品製造及び販売を主な事業内容とし、

産業機械製造及び修理、不動産賃貸等の事業活動を展開している。

   当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りである。

非連結子会社

当社が販売するほか、連結子会社新日本テクノカーボン㈱、中央炭素股份有限公司及び持分法適用関連会社

日本カーボン・ローレンヌ㈱が、当社の製品等を販売し、また当社及び中央炭素股份有限公司が、新日本テクノ

連結子会社新日本テクノカーボン㈱が加工するほか、連結子会社日本カーボン精工㈱、九州炭素工業㈱、京阪炭

素工業㈱及び山形カーボン㈱において加工し、新日本テクノカーボン㈱で仕入れている。

日本カーボン精工㈱

九 州 炭 素 工 業 ㈱

㈲エス・テー・エス

○炭素製品関連事業

炭素製品の販売・・・・・・・・

○不動産賃貸事業・・・・・・・・

○その他の事業・・・・・・・・・・

炭素製品の素材製造・・・・

炭素製品の加工・・・・・・・・

京 阪 炭 素 工 業 ㈱

山 形 カ ー ボ ン ㈱
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（２） 経営方針並びに経営成績及び財政状態 

 
経営方針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当社は、わが国の炭素工業の草分け的存在として、1915年の設立以来カーボンの優れた特性を活かし

た多種多様の製品を生み出し、社会に送り出してきました。常に「わが国炭素工業分野のパイオニアと

してグローバルに発展し、人と社会に貢献する企業であり続ける」ことを企業理念として、安定的な業

績基盤を確立し、夢と技術のある会社として限りない挑戦を今後も続けてまいります。そのため、常に

時代のニーズに合った新商品の開発と、厳しい品質へのこだわり、環境への配慮に重点を置いた商品の

供給とともに、国際競争力のあるコストの実現と、それを可能にする優れた人材の育成を強力に推進し

ております。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

 当社では、配当については、収益状況に対応した配当を行うことを基本としつつ、収益基盤の確保、

強化のため内部留保の充実、財務体質の強化により、将来における安定した配当の維持を重要な責務と

考えております。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標 

今後の経済見通しにつきましては、国内景気は緩やかな回復基調が続くものと期待されますが、企業

業績の改善の伸びは鈍化傾向にあることや、ゼロ金利政策解除に伴う金利および為替の動向、原油、原

材料価格の高騰など、景気減速につながる不安定要因も多く、予断を許さない状況が続くと思われます。 

 このような事業環境下において当社グループは、更なる飛躍を目指し本年を初年度とする３ヵ年の中

期経営計画『グローイング・プラン－０８』をスタートさせました。この計画における数値目標として

は、１００円／米ドルの前提のもと、最終年となる２００８年において、連結売上高３１０億円、経常

利益３３億円、総資本経常利益率７％、自己資本比率４４％、借入金依存率２８％と設定しております。 

この目標を達成するため、重点実施項目を以下の通りとしております。 

① 電極事業の強化と発展 

・ 生産工場の設備更新、コスト低減 

・ ３２インチに代表される高品位大型電極のトップシェア確保 

・ グローバル化するマーケットへの対応 

② 汎用炭素繊維製品ＧＦ／ＣＣＭの事業拡張 

・ 欧米市場への参入（２００８年売上高５０億円） 

③ リチウムイオン電池負極材高容量品の開発販売 

・ 次世代二次電池用及びＨＥＶ用途向開発と市場参入 

以上の主要施策を当社グループの総力を結集して実行し、更なる企業価値向上と企業市民としての社

会貢献を推進してまいります。 
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４．会社の対処すべき課題 

当社グループは、事業の最適化を進めるとともに、高付加価値製品の開発を促進し、生産コストの低

減、経費の削減などを継続的に実施して、収益基盤の強化をはかっております。また、本年は『グロー

イング・プラン－０８』初年度として、’０８年目標達成の基盤を作ることとしており、そのために、 

① 電極事業の基盤強化 

② 汎用炭素繊維（ＧＦ）、炭素繊維強化炭素複合材料（ＣＣＭ）などの炭素繊維製品の拡販および

リチウムイオン電池負極材（ＬＤ）の次世代商品のタイムリーな開発・商品化 

③ 特殊炭素製品生産能力増強の実施 

④ 当社グループ発展のために、諸制度の整備を行い、人材の育成、活性化をはかり、効率的な業務

執行体制の構築 

以上の主要施策を当社グループの総力を結集して実行し、利益向上をはかってまいります。 

今後とも当社グループは、営業力の強化をはかりつつ、競争力の強化と収益性の向上を推進する施策

を実施し、企業体質を一層強化してまいります。 

 また、当社グループが持続的な発展を続けるためには、社会に対し積極的に貢献し、企業の社会的責

任を果たし、信頼されるグループとならなければなりません。当社グループは、引き続き倫理法令遵守、

環境保全などの活動を持続的に推進し、社会からの信頼を獲得してまいります。 

 

５．親会社に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

６．その他、会社の経営上の重要な事項 

 該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

(1) 当上半期の概況 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や底堅い需要増等により、設備投資が増

加するとともに、所得の改善を受け個人消費も緩やかに増加するなど、着実な回復基調のうちに推移い

たしました。また、海外におきましては、中国など東アジア地域は高い成長を持続しました。米国経済

は、金利の上昇および原油価格の高止まりから、景気減速も懸念されましたが、大きな落込みもなく推

移いたしました。 

 当社グループの主要関連業界であります鉄鋼産業は、自動車・造船などの国内製造業向けを中心とす

る中高級鋼材および民間設備投資の増加などにより好調が持続しており、汎用一般鋼材の過剰感は完全

には解消されておりませんが、全体としては好調に推移いたしました。 

また、半導体関連産業は、国内外とも需要が堅調に推移し、回復傾向が続きました。デジタル機器の

販売につきましては、消費マインドの改善とともに価格の低下もあり、薄型テレビや携帯型音楽プレー

ヤーの販売増加などの好材料が出揃い、需要に盛り上がりが見られました。 

一方、化学産業も原燃料価格の高騰はありましたが、中国をはじめとするアジア地区での需要拡大が

続き、全体として順調な事業環境のうちに推移いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間比２０．２％増の１４６億６千６百

万円（うち単体売上高は前年同期比１９．０％増の１０１億２千１百万円）となりました。 

 損益面につきましては、原材料価格の上昇、燃料価格の高止まりはありましたが、販売価格是正に努

めるとともに、輸出面で為替レートが比較的有利に推移したこと、生産能力を増強した炭素繊維生産設

備などの稼働も順調でコストダウンがはかれたこと、および新日本テクノカーボン株式会社などのグル

ープ会社の業績も好調でありましたため、経常利益は前中間連結会計期間比９２．４％増の２４億９千

万円（うち単体は前年同期比１３７．９％増の１７億４千４百万円）、中間純利益は前中間連結会計期

間比１６９．６％増の１５億３千９百万円（うち単体は前年同期比２２０．４％増の１３億７千６百万

円）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

【炭素製品関連事業】 

 当社グループでは、需要増に対応し炭素繊維製品製造設備および特殊炭素製品生産能力増強を行って

売上増をはかるだけでなく、新製品の市場投入による事業拡大および高付加価値化を目指しております。

その結果、売上高は１３７億６千７百万円（前中間連結会計期間比１９．９％増）となり、営業利益は

２４億３千５百万円（前中間連結会計期間比９８．７％増）となりました。 

 炭素製品関連事業の主要製品部門別では、電極部門は、原材料の高騰および燃料費の高止まりが続き

ましたので、販売価格是正およびコスト削減を強力に推進いたしました。 

 ファインカーボン部門につきましては、半導体・ソーラー関連業界の需要増加が続いているため、炭

素繊維製品製造設備を増強してまいりました。また、連結子会社の新日本テクノカーボン株式会社にお

いても、特殊炭素製品用黒鉛材料の生産能力増強を決定し、旺盛な需要に対応できる体制を整えてまい

ります。 
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 開発品部門につきましては、ニカロン、リチウムイオン電池負極材は、ともに順調に推移いたしてお

ります。 

 化成品部門につきましては、需要は拡大しておりますが、国内外での競争は依然として厳しい状況が

続いております。当社は、昨年９月フランスのカーボンローレンヌ社と合弁で販売会社「日本カーボ

ン・ローレンヌ株式会社」を発足させて、化学構造用不浸透黒鉛製品（レスボン）の販売を行っており、

順調に売上を伸ばしております。 

【不動産賃貸事業】 

 横浜地区での、オフィスビル賃貸価格の低下傾向は弱まり、稼働率につきましてもほぼ１００％で推

移いたしました。その結果、売上高は３億１千３百万円（前中間連結会計期間比１．１％減）となり、

営業利益は５千３百万円（前中間連結会計期間比４．２％減）となりました。 

【その他の事業】 

 売上高は５億８千５百万円（前中間連結会計期間比４６．１％増）となり、営業利益は６千８百万円

（前中間連結会計期間は３百万円の損失）となりました。 

 

当中間期の配当につきましては、今後の見通しなどを慎重に勘案いたしました結果、年初に発表させ

ていただきました通り、その実施を見送らせていただくことといたしました。 

 

(2) 当事業年度の見通し 

当連結会計年度見通しにつきましては、当社グループの主要関連業界は、引き続き堅調に推移すると

思われますが、日米の金利差縮小からの円高の進行、中東情勢の不透明感からの原油価格の更なる高騰

等、景気の腰折れ懸念材料もあり、売上高は２９０億円（前連結会計年度比１１．６％増）、経常利益

は４３億円（前連結会計年度比３７．７％増）、当期純利益は２０億円（前連結会計年度比４９．５％

増）と予想しております。これらの前提となる為替レートにつきましては、１米ドル＝１０５円と設定

しております。 

  売上高をセグメント別に見ると、炭素製品関連事業は２７３億３千万円（前連結会計年度比１１．

０％増）、 不動産賃貸事業は６億４千万円（前連結会計年度比１．１％減）、その他の事業は１０億３

千万円（前連結会計年度比４１．６％増）の見込みであります。 

なお、上記金額は百万円未満切り捨てで表示し、消費税等は含まれていません。  

 

２．財政状態 

(1) 当上半期の概況 

 総資産は、前連結会計年度末に比べ４億６千４百万円減少し４８０億３千６百万円となりました。こ

のうち、流動資産は１９６億７千８百万円と前連結会計年度末に比べ６億円減少し、固定資産は２８３

億５千８百万円と前連結会計年度末に比べ１億３千６百万円増加いたしました。流動資産の減少につき

ましては、たな卸資産は売上高の伸長により増加いたしましたが、受取手形及び売掛金が回収期間の短

縮により減少し、また、現金及び現金同等物（以下「資金」）も減少いたしました。資金については、

以下に示す当中間連結会計期間の活動ごとのキャッシュ・フローの状況の通りであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の収入は、主に税金等調整前中間純利益２４億７千３百万円、減価償却費９億８

百万円並びに売上債権の減少９億１千１百万円に対し、たな卸資産の増加７億２千２百万円および法人

税等の支払額１０億３千６百万円により、３１億８千１百万円（前中間連結会計期間比１２億３千７百

万円増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の支出は、主に有形固定資産の取得による支出８億８千６百万円により、８億１

千４百万円（前中間連結会計期間比２億７千８百万円減）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の支出は、主に短期借入金の返済１４億６千７百万円、長期借入金の返済１０億

６千７百万円並びに配当金の支払５億７千８百万円により、３０億６千６百万円（前中間連結会計期間

比２千３百万円増）となりました。 

以上の結果、資金の当中間期末残高は、前期末残高に比べ７億４千５百万円減少し、３１億８千３百

万円となりました。 

 

 (2) キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成14年 

12月期 

平成15年 

12月期 

平成16年 

12月期 

平成17年 

12月期 

平成18年 

中間期 

自己資本比率（％） ３８.５ ３７.８ ３８．１ ４０．８ ４３．０

時価ベースの自己資本比率（％） １８.２ ３７.６ ５６．９ ９２．１ ８４．３

債務償還年数（年） ９.４ ６.７ ５．７ ４．４ ３．８

インタレスト・カバレッジ・レシオ ７.３ ８.９ １１．７ １４．６ ３８．５

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は営業キャッシュ・フロー×２と 

して算定しております） 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しておりま 

す。 

   ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ 

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支 

払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フ 

ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）中間連結貸借対照表 

 

  
当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ流動資産    

１現金及び預金   3,248 3,217  4,043

２受取手形及び 
売掛金 

※３  7,436 7,358  8,351

３たな卸資産   7,840 6,643  7,121

４繰延税金資産   263 104  131

５その他 ※４  892 637  636

６貸倒引当金   △2 △3  △5

流動資産合計   19,678 41.0 17,958 40.9  20,278 41.8

Ⅱ固定資産    

１有形固定資産 
※

1.2.6
  

(1)建物及び 
 構築物 

 17,086 16,948 17,023 

 減価償却累計額  8,435 8,650 7,978 8,970 8,184 8,838

(2)機械装置及び 
 炉 

 25,599 24,383 24,752 

 減価償却累計額  18,197 7,401 17,159 7,224 17,621 7,131

(3)車両及び工具器 

具備品 
 1,707 1,482 1,597 

減価償却累計額  1,211 495 1,080 402 1,154 443

(4)土地   4,025 4,028  4,028

(5)建設仮勘定   423 167  224

  有形固定資産 
  合計 

  20,997 20,792  20,665

２無形固定資産   141 78  123

３投資その他の資産    

(1)投資有価証券 ※１  6,440 4,303  6,708

(2)繰延税金資産   163 129  158

(3)その他   673 665  625

(4)貸倒引当金   △57 △70  △59

  投資その他の 
  資産合計 

  7,219 5,028  7,432

  固定資産合計   28,358 59.0 25,899 59.1  28,222 58.2

資産合計   48,036 100.0 43,858 100.0  48,500 100.0
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当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ流動負債    

１支払手形及び 
 買掛金 

※３  4,521 4,203  4,602

２短期借入金 ※１  10,678 12,683  12,361

３未払法人税等   1,140 252  1,006

４繰延税金負債   2 2  1

５役員賞与引当金   9 ―  ―

６その他 ※３  2,795 1,952  1,582

流動負債合計   19,149 39.9 19,093 43.6  19,554 40.3

Ⅱ固定負債    

１長期借入金 ※１  1,430 1,610  2,230

２繰延税金負債   1,549 953  1,914

３退職給付引当金   1,959 1,701  1,827

４役員退職慰労引当
金 

  261 215  242

５その他   987 1,052  1,032

  固定負債合計   6,189 12.9 5,533 12.6  7,247 14.9

  負債合計   25,338 52.8 24,626 56.2  26,801 55.2

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   ― ― 1,671 3.8  1,930 4.0

     

(資本の部)    

Ⅰ資本金   ― ― 7,402 16.9  7,402 15.3

Ⅱ資本剰余金   ― ― 7,797 17.8  7,797 16.1

Ⅲ利益剰余金   ― ― 1,295 2.9  2,062 4.2

Ⅳその他有価証券 
 評価差額金 

  ― ― 1,400 3.2  2,844 5.9

Ⅴ為替換算調整勘定   ― ― △29 △0.1  △26 △0.1

Ⅵ自己株式   ― ― △307 △0.7  △311 △0.6

資本合計   ― ― 17,559 40.0  19,768 40.8

負債、少数株主持
分及び資本合計 

  ― ― 43,858 100.0  48,500 100.0
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当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ株主資本    

１資本金   7,402 15.4 ― ―  ― ―

２資本剰余金   7,797 16.2 ― ―  ― ―

３利益剰余金   3,107 6.5 ― ―  ― ―

４自己株式   △319 △0.7 ― ―  ― ―

株主資本合計   17,989 37.4 ― ―  ― ―

Ⅱ評価・換算差額等    

１その他有価証券 
 評価差額金 

  2,683 5.6 ― ―  ― ―

２繰延ヘッジ損益   15 0.0 ― ―  ― ―

３為替換算調整勘定   △29 △0.0 ― ―  ― ―

評価・換算差額等 
合計 

  2,669 5.6 ― ―  ― ―

Ⅲ少数株主持分   2,039 4.2 ― ―  ― ―

純資産合計   22,698 47.2 ― ―  ― ―

負債純資産合計   48,036 100.0 ― ―  ― ―
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（４）中間連結損益計算書 

 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ売上高   14,666 100.0 12,198 100.0  25,990 100.0

Ⅱ売上原価   9,989 68.1 8,805 72.2  18,371 70.7

売上総利益   4,676 31.9 3,393 27.8  7,618 29.3
Ⅲ販売費及び 
 一般管理費 

※１  2,118 14.5 2,134 17.5  4,434 17.1

営業利益   2,557 17.4 1,259 10.3  3,184 12.2

Ⅳ営業外収益    

１受取利息  1 1 3 

２受取配当金  47 39 50 

３為替差益  ― 92 98 

４その他  43 92 0.6 51 185 1.5 82 235 0.9

Ⅴ営業外費用    

１支払利息  82 104 210 

２為替差損  47 ― ― 

３持分法投資損失  8 ― 20 

４その他  21 159 1.0 45 150 1.2 66 297 1.1

経常利益   2,490 17.0 1,294 10.6  3,122 12.0

Ⅵ特別利益    

 １受取損害賠償金 ※２ 165 ― ― 
２投資有価証券売却
益 

 ― 4 4 

 ３前期損益修正益 ※３ ― ― 135 

 ４保険差益  8 ― ― 

 ５貸倒引当金戻入益  3 176 1.2 3 7 0.1 4 145 0.5

Ⅶ特別損失    

１固定資産除却損 ※４ 25 10 66 

２訴訟関連費用 ※５ 70 ―  ― 

３たな卸資産評価損  12 25 41 

４投資有価証券 
評価損 

 4 ― 4 

５減損損失 ※６ 80 193 1.3 ― 36 0.3 ― 112 0.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,473 16.9 1,265 10.4  3,154 12.1

法人税、住民税及び
事業税 

 1,106 271 1,103 

過年度法人税、住民
税及び事業税 

 ― ― 96 

法人税等調整額  △405 700 4.8 252 523 4.3 193 1,394 5.4

少数株主利益   232 1.6 171 1.4  422 1.6

中間（当期）純利益   1,539 10.5 571 4.7  1,337 5.1
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（５） 中間連結剰余金計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ資本剰余金期首残高  7,797  7,797

Ⅱ資本剰余金増加高   

     自己株式処分差益  0  0

Ⅲ資本剰余金中間期末(期末) 
 残高 

 7,797  7,797

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ利益剰余金期首残高  1,084  1,084

Ⅱ利益剰余金増加高   

 中間(当期)純利益  571  1,337

Ⅲ利益剰余金減少高   

１ 配当金  348 348 

２ 役員賞与  12 360 12 360

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末) 
 残高 

 1,295  2,062
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（６）中間連結株主資本等変動計算書 

 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

（単位：百万円） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高 7,402 7,797 2,062 △311 16,950

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △463  △463

 利益処分による役員賞与 △30  △30

 中間純利益 1,539  1,539

 自己株式の取得 △7 △7

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

 

中間連結会計期間中の変動額合計 0 1,045 △7 1,038

平成18年６月30日残高 7,402 7,797 3,107 △319 17,989

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成17年12月31日残高 2,844 ― △26 2,817 1,930 21,699

中間連結会計期間中の変動額   

 剰余金の配当   △463

 利益処分による役員賞与   △30

 中間純利益   1,539

 自己株式の取得   △7

 自己株式の処分   0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

△161 15 △2 △148 109 △39

中間連結会計期間中の変動額合計 △161 15 △2 △148 109 998

平成18年６月30日残高 2,683 15 △29 2,669 2,039 22,698
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（７）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１税金等調整前中間（当期） 
純利益 

 2,473 1,265 3,154

２減価償却費  908 847 1,753

３退職給付引当金の増加額  131 49 176

４役員退職慰労引当金の増加額  19 4 31

５受取利息及び受取配当金  △49 △41 △53

６為替差益  ― △58 △23

７為替差損  46 ― ―

８支払利息  82 104 210

９持分法投資損失  8 ― 20

10投資有価証券売却益  ― △4 △4

11投資有価証券評価損  4 ― 4

12固定資産除却損  25 10 66

13減損損失  80 ― ―

14受取損害賠償金  △165 ― ―

15保険差益  △8 ― ―

16訴訟関連費用  70 ― ―

17売上債権の減少額（△増加）  911 △6 △992

18たな卸資産の増加額  △722 △567 △1,041

19未収入金の減少額（△増加）  △182 191 198

20仕入債務の増加額（△減少）  △76 307 678

21未払金の増加額（△減少）  208 △93 △158

22未払費用の増加額（△減少）  346 213 △43

23役員賞与の支払額  △38 △17 △18

24その他  37 89 39

小計  4,114 2,293 3,999

25利息及び配当金の受取額  49 41 53

26利息の支払額  △97 △101 △228

27保険金の受取額  13 ― 23

28損害賠償金の受取額  173 ― ―

29訴訟関連費用による支出  △33 △13 △18

30法人税等の還付額  ― 6 6

31法人税等の支払額  △1,036 △281 △495
営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 3,181 1,944 3,340

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１定期預金の満期による収入  50 ― 20

２有形固定資産の取得による支出  △886 △1,116 △1,890

３有形固定資産の売却による収入  ― 11 11

４無形固定資産の取得による支出  △27 △4 ―

５投資有価証券の取得による支出  △1 △1 △3

６投資有価証券の売却による収入  ― 5 11

７長期貸付金の返済による収入  50 ― ―

８その他  ― 12 △40
投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △814 △1,092 △1,889

― 14 ― 



 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１短期借入金の純減少額  △1,467 △1,636 △2,096

２長期借入による収入  54 ― 1,850

３長期借入金の返済による支出  △1,067 △1,020 △2,115

４自己株式の取得による支出 

（純額） 
 △7 △4 △9

５配当金の支払額  △454 △338 △342

６少数株主への配当金の支払額  △123 △42 △42

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △3,066 △3,042 △2,756

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 △46 62 23

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少） 

 △745 △2,128 △1,282

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 3,928 5,211 5,211

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※１ 3,183 3,082 3,928
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（８）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は、新日本テクノカ

ーボン㈱、日本カーボンエンジ

ニアリング㈱、日本カーボン精

工㈱、精工管理㈱、京阪炭素工

業㈱、九州炭素工業㈱、山形カ

ーボン㈱、中央炭素(股)及び㈱

日花園の９社である。 

  子会社のうち、㈱八重洲三栄社

及び㈲エス・テー・エスは、総

資産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

がいずれも小規模であり、中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないので連結の範囲か

ら除外している。 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、新日本テクノカ

ーボン㈱、日本カーボンエンジ

ニアリング㈱、日本カーボン精

工㈱、精工管理㈱、京阪炭素工

業㈱、九州炭素工業㈱、山形カ

ーボン㈱、中央炭素(股)及び㈱

日花園の９社である。 

  子会社のうち、㈱八重洲三栄社

及び㈲エス・テー・エスは、総

資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

がいずれも小規模であり、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないので連結の範囲から除

外している。 

２ 持分法に関する事項 

関連会社日本カーボン・ローレ

ンヌ㈱は持分法を適用してい

る。非連結子会社２社及び関連

会社東邦炭素工業㈱の中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響は軽微であるため、持分法は

適用していない。 

２ 持分法に関する事項 

  非連結子会社２社及び関連会社

１社の中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響は軽微である

ため、持分法は適用していな

い。 

２ 持分法に関する事項 

平成17年９月、日本カーボン・

ローレンヌ㈱を設立し、持分法

適用関連会社としている。非連

結子会社２社及び関連会社東邦

炭素工業㈱の当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響は軽微

であるため、持分法は適用して

いない。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間期の末日はす

べて中間連結決算日と同一であ

る。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の事業年度はすべて

連結会計年度と同一である。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① たな卸資産 

主として総平均法による原

価法により評価している。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① たな卸資産 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① たな卸資産 

同左 

  ② 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理し

売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

  ② 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し売

却原価は移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

  ② 有価証券 

    その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し売却原

価は移動平均法により

算定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

  ③ デリバティブ 
    時価法を採用している。 

③ デリバティブ 
同左 

  ③ デリバティブ 
同左 
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当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
当社及び国内連結子会社は
主として定額法を採用し、
在外連結子会社は所在地国
の会計基準の規定に基づく
定額法によっている。 
なお、主な耐用年数は次の
とおりである。 
建物及び構築物 17～50年 
機械装置及び炉  4～12年 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

   ① 有形固定資産 
同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価
償却の方法 

   ① 有形固定資産 
同左 

  ② 無形固定資産 
ソフトウェア（自社利用）
社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によ
っている。 

② 無形固定資産 
同左 

② 無形固定資産 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒
れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し回収不能見込額を計上し
ている。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間連結

会計期間に見合う額を計上

している。 

――――― ――――― 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上している。な
お、会計基準変更時差異
（3,005百万円）について
は、10年による均等額を、
新日本テクノカーボン㈱に
ついては、５年による均等
額を費用処理している。数
理計算上の差異は発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分し
た額をそれぞれの発生の翌
連結会計年度から費用処理
している。 

③ 退職給付引当金 
同左 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度
末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に
基づいて計上している。
なお、会計基準変更時差
異(3,005百万円)について
は、10年による均等額
を、新日本テクノカーボ
ン㈱については、５年に
よる均等額を費用処理し
ている。数理計算上の差
異は発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年) による定
額法により按分した額を
それぞれの発生の翌連結
会計年度から費用処理し
ている。 
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当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労

金規定に基づく中間期末要

支給額を計上している。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労

金規定に基づく期末要支給

額を計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における評価・

換算差額等の為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて

いる。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に

含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて

いる。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理
を採用している。なお、金
利スワップ取引については
特例処理の条件を満たして
いる場合には特例処理を採
用している。 

    また、為替予約取引につい
ては振当処理の要件を満た
している場合には振当処理
を行っている。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ヘッジ対象 ッジ手段 

外

及

外

為

及

通

貨建売掛金 

び 

貨建予定取引 

替予約 

び 

貨スワップ 

借 金入金利 利スワップ 
 

② ヘッジ対象とヘッジ手段 

同左 

 

  ② ヘッジ対象とヘッジ手段 

同左 
 

  ③ ヘッジ方針 

    当社グループの社内管理規

定に基づき、金利スワップ

取引は借入金の金利変動リ 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 
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当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

スクをヘッジする目的で行

っており、為替予約取引及

び通貨スワップ取引は為替

相場の変動リスクをヘッジ

する目的で行っている。 

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の

重要な条件が同一であるも

のについては、高い有効性

があるとみなされる為、検

証を省略している。上記以

外は、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によ

って有効性を評価してい

る。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によってい

る。 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっている。 
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（会計方針の変更） 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産 の 減 損 に 係 る 会 計 基 準 」

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用している。 

 これにより、税金等調整前中間純

利益は80百万円減少している。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき、減価償却累計額に含

めている。 

――――― ――――― 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第４号）を適用して

いる。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は９

百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載している。 

――――― ――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用して 

いる。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、20,643百万円

である。 

 

――――― ――――― 
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当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結貸借対照表の表示に関

する変更は以下のとおりである。 

１ 前中間連結会計期間における

「資本の部」は、当中間連結

会計期間から「純資産の部」

となり、「純資産の部」は

「株主資本」、「評価・換算

差額等」及び「少数株主持

分」に分類して表示してい

る。 

２ 前中間連結会計期間において

独立掲記していた「資本

金」、「資本剰余金」及び

「利益剰余金」は、当中間連

結会計期間においては「株主

資本」の内訳科目として表示

している。 

３ 前中間連結会計期間において

「利益剰余金」の次に表示し

ていた「その他有価証券評価

差額金」及び「為替換算調整

勘定」は、当中間連結会計期

間から「評価・換算差額等」

の内訳科目として表示してい

る。 

４ 前中間連結会計期間において

「資産の部」の「流動資産」

の「その他」及び「投資その

他の資産」の「その他｣に含

めて表示していた「繰延ヘッ

ジ損失」は、当中間連結会計

期間から税効果調整後の金額

を「評価・換算差額等」の内

訳科目の「繰延ヘッジ損益」

として表示している。 

５ 前中間連結会計期間において

「負債の部」の次に表示して

いた「少数株主持分」は、当

中間連結会計期間から｢純資

産の部｣の内訳科目として独

立掲記している。 

  

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から、改正後 

の「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 最終改正平成17年

12月27日 企業会計基準第１号）

及び「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準の適用指 

――――― ――――― 
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当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 針」（企業会計基準委員会 最終

改正平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用して

いる。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正による中間連結貸借対照表の表

示に関する変更は以下の通りであ

る。 

前中間連結会計期間において資本

に対する控除項目として「資本の

部｣の末尾に表示していた｢自己株

式｣は、当中間連結会計期間から

株主資本に対する控除項目として

「株主資本」の末尾に表示してい

る。 

  

（株主資本等変動計算書に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より「株主資

本等変動計算書に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第６

号）及び「株主資本等変動計算書

に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準適用指針

第９号）を適用している。 

 これにより当中間連結会計期間か

ら「中間連結株主資本等変動計算

書」を作成している。 

――――― ――――― 
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（９）注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 担保に供している資産 

有形固定資産 11,495百万円

投資有価証券 2,098 

計 13,594 

  

   上記物件について、短期借入

金6,615百万円、長期借入金 

1,180百万円の担保に供して

いる。 

※１ 担保に供している資産 

有形固定資産 11,640百万円

投資有価証券 1,318 

計 12,958 

  

   上記物件について、短期借入

金7,405百万円、長期借入金

1,560百万円の担保に供して

いる。 

※１ 担保に供している資産 

有形固定資産 11,453百万円

投資有価証券 2,112 

計 13,565 

  

   上記物件について、短期借入

金7,400百万円、長期借入金

1,920百万円の担保に供して

いる。 

――――― ※２ 直接減額方式による圧縮記帳

額 

   機械装置及び炉  24百万円

――――― 

――――― ――――― ※３ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理している。したがって、当連

結会計年度末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれてい

る。 

受取手形 133百万円

支払手形 155 

設備支払手形 26 

設備支払手形は、流動負債の

「その他」に含めて表示して

いる。 

※４ 流動資産の「その他」には売

掛債権及び手形債権の流動化を

目的とした債権譲渡に伴う支払

留保額が253百万円含まれてい

る。 

※４ 手形債権の流動化を行ってい

るため、受取手形は903百万円

減少し、支払留保額225百万円

は流動資産の「その他」に計上

している。 

※４ 流動資産の「その他」には手

形債権の流動化を目的とした債

権譲渡に伴う支払留保額が217百

万円含まれている。 

５ 偶発債務 

保証債務 

関係会社の金融機関からの借

入金について連帯保証を行って

いる。 

日本カーボン・

ローレンヌ㈱ 
100百万円 

 

――――― ――――― 

※６ 減損損失累計額は、減価償却

累計額に含めている。 

――――― ――――― 
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  (中間連結損益計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ このうち主な費目及び金額
は、次の通りである。 

給料・賞与手当 419百万円

退職給付費用 69 

販売運賃・包装費 566 

役員退職慰労引当金繰入額 26 

役員賞与引当金繰入額 9 
 

※１ このうち主な費目及び金額
は、次の通りである。 

給料・賞与手当 486百万円

退職給付費用 89 

販売運賃・包装費 624 

役員退職慰労引当金繰入額 25 

貸倒引当金繰入額 5 
 

※１ このうち主な費目及び金額
は、次の通りである。 

給料・賞与手当 816百万円

販売運賃・包装費 1,366 

役員退職慰労引当金繰入額 58 

退職給付費用 141 

貸倒引当金繰入額 7 
 

※２ 受取損害賠償金  165百万円 

土地譲渡益課税が適用されな
い用途に対する土地の譲渡であ
ることを条件に譲渡した土地
を、買い主の都合により用途変
更したため土地譲渡益課税が課
されたことに対する賠償金であ
る。 

――――― ――――― 

――――― ――――― ※３ 前期損益修正益   135百万円
連結子会社新日本テクノカーボ

ン㈱において、将来の利用見込み
がないため、前期末において有姿
除却したファインカーボン関連設
備について、需要が前期に比し大
幅に増加したため、平成17年12月
６日開催の同社取締役会におい
て、当該設備の再稼働を決定し、
当該設備を資産計上したことによ
り発生したものである。 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は
次の通りである。 

日本カーボン㈱ 

電極・ファインカ

ーボン関連設備 
25百万円

その他 0 

   計 25 
 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は
次の通りである。 

日本カーボン㈱ 

電極・ファインカ

ーボン関連設備 
10百万円

 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は
次の通りである。 

日本カーボン㈱ 

電極・ファインカ

ーボン関連設備 
55百万円

新日本テクノカーボ

ン㈱ 

ファインカーボン

関連設備 
6 

その他 4 

   計 66 
 

※５ 訴訟関連費用     70百万円 

海外鉄鋼メーカー等が反トラス

ト法に違反したとして、当社をは

じめとする黒鉛電極メーカー等を

相手取って起こした民事訴訟に対

応するために発生した、費用及び

和解金である。 

――――― ――――― 
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当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※６ 減損損失       80百万円 

当社グループは、以下の資産

について減損損失を計上した。 

 

用途 
炭素製品 

製造設備 

種類 機械装置及び炉等 

場所 

日本カーボン㈱ 

富山工場 

（富山県富山市） 

（経緯） 

  活性炭事業の縮小に伴い、経

常的な損失が予想されるため、

減損損失を認識した。 

（減損損失の内訳） 

種類 
金額 

（百万円） 

建物及び構築物 15 

機械装置及び炉 62 

車両及び 

工具器具備品 
0 

土地 2 

合計 80 

（グルーピングの方法） 

当社グループは、管理会計上

の区分を基礎として資産をグル

ーピングしている。また、本

社、支店並びに営業所の資産、

及び工場の共用資産について

は、全社資産としてグルーピン

グを行っている。 

（回収可能額の算定方法） 

回収可能額の算定は使用価値

により測定し、将来キャッシュ･

フローに基づく評価額がマイナ

スであるため回収可能額は零と

している。 

――――― ――――― 
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 118,325 ― ― 118,325

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 2,331 18 0 2,349

（変動事由の概要） 

当期増加株式数18千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

当期減少株式数0千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。 

 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（百万円） 

１株当たりの

金額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 463 4.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成18年６月30日) 

現金及び預金勘定 3,248百万円 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△65 

現金及び現金同等物 3,183 

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成17年６月30日)

現金及び預金勘定 3,217百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△135 

現金及び現金同等物 3,082 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 4,043百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△115 

現金及び現金同等物 3,928 
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（１０）セグメント情報 

（イ）【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 
 

 
炭素製品 
関連事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

その他の 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上
高 

13,767 313 585 14,666 ― 14,666

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 11 256 267 （267） ―

計 13,767 325 841 14,934 （267） 14,666

営業費用 11,331 271 772 12,376 （267） 12,108

営業利益 2,435 53 68 2,557 ― 2,557

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性超高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、

汎用炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール

材、リチウムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維 

(2) 不動産賃貸事業 ：ビル、駐車場賃貸 

(3) その他の事業  ：産業機械製造、機械修理、スポーツ施設 

３ 当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用している。これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、炭素製品関連事業

の営業費用は９百万円増加し、営業利益は同額減少している。 

 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 
 

 
炭素製品 
関連事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

その他の 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上
高 

11,481 316 400 12,198 ― 12,198

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 12 194 206 （206） ―

計 11,481 329 595 12,405 （206） 12,198

営業費用 10,255 273 598 11,128 （188） 10,939

営業利益又は営業損失（△） 1,225 55 △3 1,277 （17） 1,259

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性超高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、

汎用炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール

材、リチウムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維材 

(2) 不動産賃貸事業 ：ビル、駐車場賃貸 

(3) その他の事業  ：産業機械製造、機械修理、スポーツ施設 
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前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 
 

 
炭素製品 
関連事業 
(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

その他の 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上
高 

24,616 646 727 25,990 ― 25,990

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 24 397 422 (422) ―

計 24,616 671 1,125 26,413 (422) 25,990

営業費用 21,565 562 1,101 23,229 (422) 22,806

営業利益 3,051 109 23 3,184 ― 3,184

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性超高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、

汎用炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール

材、リチウムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維材 

(2) 不動産賃貸事業 ：ビル、駐車場賃貸 

(3) その他の事業  ：産業機械製造、機械修理、スポーツ施設 

 

（ロ）【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日)、前中間連結会計期間(自平成17

年１月１日 至平成17年６月30日)及び前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略している。 
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（ハ）【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 3,476 1,116 4,593

Ⅱ 連結売上高 (百万円) ― ― 14,666

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 (％) 23.7 7.6 31.3

(注) １ 地域は、地理的近接度により区分している。 

２ アジアに属する主な国は次のとおりである。 

韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 3,404 1,128 4,533

Ⅱ 連結売上高 (百万円) ― ― 12,198

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 (％) 27.9 9.2 37.2

(注) １ 地域は、地理的近接度により区分している。 

２ アジアに属する主な国は次のとおりである。 

韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 7,737 2,473 10,210

Ⅱ 連結売上高 (百万円) ― ― 25,990

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 (％) 29.8 9.5 39.3

(注) １ 地域は、地理的近接度により区分している。 

２ アジアに属する主な国は次のとおりである。 

韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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（１１）リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

（１２）有価証券関係 

当中間連結会計期間(平成18年６月30日) 

有価証券 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

(1) 株式 1,609 6,098 4,488

(2) 債券  

   社債 3 5 1

   その他 4 4 0

(3) その他 1 2 0

合計 1,619 6,110 4,490

２ 時価のない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

   非上場株式 320

 

前中間連結会計期間(平成17年６月30日) 
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

(1) 株式 1,612 3,954 2,342

(2) 債券  

   社債 3 5 1

   その他 4 4 0

(3) その他 1 1 △0

合計 1,622 3,966 2,344

２ 時価のない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 
その他有価証券 
   非上場株式(店頭売買株式を除く) 330

 

前連結会計年度(平成17年12月31日) 
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  
(1) 株式 1,607 6,363 4,755
(2) 債券  
   社債 3 5 1
   その他 4 4 0
(3) その他 1 2 0

合計 1,618 6,375 4,757

２ 時価のない主な有価証券の内容 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 325
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（１３）デリバティブ取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

（１４）重要な後発事象 

   該当事項なし。 

 

（１５）生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 事業の種類別 

セグメントの名称 
金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

炭素製品関連事業 11,681 112.1 10,422 111.3 21,452 110.6 

不動産賃貸事業 ― ― ― ― ― ― 

その他 522 153.5 340 201.1 587 159.8 

合計 12,203 113.4 10,762 112.9 22,039 111.5 

(注) 金額は消費税等抜きの販売価格によるものである。 

 

(2) 受注状況 

当社グループの製品中化成品の一部を除いて大部分が見込生産であり、毎月の受注高はおおよそ

同月の販売高に相当している。 

 

(3) 販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日) 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 
事業の種類別 

セグメントの名称 
金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

金額 

(百万円) 

前年同期比

(％) 

炭素製品関連事業 13,767 119.9 11,481 102.0 24,616 108.4 

不動産賃貸事業 313 98.9 316 104.9 646 104.9 

その他 585 146.1 400 177.2 727 148.9 

合計 14,666 120.2 12,198 103.5 25,990 109.2 

(注) １ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日)

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日)相手先 

金額 

(百万円) 
割合(％) 

金額 

(百万円) 
割合(％) 

金額 

(百万円) 
割合(％) 

住友商事株式会社 ― ― ― ― 2,867 11.0 

（注） 当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合については当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略している。 
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